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はじめに 

  1946年の独⽴以来、フィリピンは旧宗主国であるアメリカと同盟関係を維持して対外的安全保障を依存し、
経済的には⽇⽶を貿易相⼿国および援助供与国として深い関係を構築してきた。しかし21世紀に⼊ってから中
国の影響⼒が著しく増⼤し、図1図21にも⾒られるように⽐中貿易の意義が加速度的に⾼まり⽐中経済関係の

深化が進んだ。⼀⽅で同時期に南シナ海への中国の進出が活発化し、フィリピンが領有を主張する中沙諸島ス
カボロー礁や南沙諸島（うち⼀部のフィリピン名「カラヤーン群島」2）周辺海域において中国による岩礁埋

め⽴てや軍事港湾施設建設が進んだ。
  この間、⽐中両国は⼆国間もしくはASEANの諸会議における共同声明などで、領⼟紛争の平和的解決、国際

法の順守、海洋環境の保護や海賊対策における協⼒等を繰り返し掲げてきたものの、同海域での⽐中両国の摩
擦は続いた。中国が2006年頃から南海艦隊の南沙諸島における定期巡⾏を開始し、軍事演習やフィリピン漁船
への威嚇を⾏うなどの軍事⼒を誇⽰しはじめると、これに脅威感を⾼めたフィリピン側は⽐⽶軍事関係の再強
化をはかり、中国に対抗して南沙諸島に近いパラワン沖で合同軍事演習を開始するなど、以後海洋安全保障を
⽬的とした軍事演習を増やしていった3。さらに2012年4⽉、スカボロー礁周辺において、停泊中の中国監視

船とフィリピン海軍との睨み合いが発⽣し「スカボロー礁事件」として⼤きく取り上げられるなど、両国間の
軍事的緊張もさらに⾼まった。

  こうした状況に鑑み、本稿では南シナ海問題についてのフィリピンの外交政策を検証する。まずベニグノ・
アキノ3世 (Benigno Aquino Ⅲ) 政権による政策を踏まえたうえで、2016年6⽉に発⾜したロドリゴ・ロア・
ドゥテルテ (Rodrigo Roa Duterte) 政権の南シナ海問題をめぐる対外政策を分析する。
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1．アキノ政権の南シナ海問題をめぐる外交政策

  国際社会における中国の存在感が増しつつある中で2010年に発⾜したアキノ政権の南シナ海政策の特徴は、
⽐⽶間および友好諸国との安全保障協⼒を強化しつつ、国際法の枠組みにそった解決を強く主張して国際社会
からの⽀持獲得をはかったことであろう。

  2011年以降はとくに中国の南シナ海における建設活動が活発化し、中国監視船によるフィリピン漁船への威
嚇が度重なったが、アキノ⼤統領は海洋安全保障⽬的の⽐⽶合同軍事演習をこれまで以上に増やしたほか、⽇
豪両国との合同軍事演習の実施や⽇越の軍艦による親善訪問等、近隣諸国との軍事協⼒も推進した。さらに
2014年には「防衛協⼒強化協定」（Enhanced Defense Cooperation Agreement: EDCA）を締結し、⽐⽶
軍事協⼒を制度⾯から強化した4。これが中国の海洋進出を視野に⼊れたものであったことは明らかである。

ジョン・ケリー (John Kerry) ⽶国務⻑官はEDCAが海洋安全保障⾯での⽐⽶協⼒にとって重要であるだけで
なく南シナ海周辺の地域的安全保障にも貢献すると述べ、アッシュ・カーター (Ash Carter) 国防⻑官もアメ
リカの「アジア太平洋地域へのリバランス」政策に照らしてEDCAがフィリピン周辺の海域における航⾏の⾃
由や公共領域の⾃由に貢献するものであると語った5。⼀部の野党議員からEDCAの合憲性に疑義が出されてい

たが、2016年1⽉、最⾼裁がEDCAを合憲と⾒なす判決を下したあと、横⽥やグアムなど⻄太平洋地域の⽶軍
基地の協⼒により定期的に南シナ海で合同軍事演習が⾏われるようになったほか、⽶軍による「航⾏の⾃由作
戦」が展開されることとなった6。

 
 さらに2013年1⽉、アキノ政権は国海洋法裁判所（International Tribunal for the Law of the Sea;
ITLOS）に南シナ海の領有権をめぐる中国との争いの仲裁を提起し、国際法の枠組みに則った平和的解決を求
めた。フィリピンの主張は主に（1）中国の「歴史的権利」「九段線」の主張には国際法上の根拠はない、
（2）中国が領有権を主張する南シナ海の島嶼はいずれも国際法の定義上「島」ではなく、主権を⾏使できな
い、（3）中国は南シナ海域におけるフィリピンの領有権と管轄権を侵害し環境を破壊した、という点である

7。
 

 中国側がフィリピンの主張に異議を唱えるも、仲裁⼿続きを進めたオランダ・ハーグの常設仲裁裁判所
（Permanent Court of Arbitration; PCA）は2016年7⽉12⽇、フィリピンの主張を全⾯的に認める仲裁裁定
を下した8。これはアキノ政権の外交的勝利といえる。しかし中国はこれに反発、フィリピンに対して仲裁裁

定を無視して⼆国間協議による解決を呼びかけた。この後、フィリピン外交は異⾊の新⼤統領、ロドリゴ・ド
ゥテルテに託されていくことになった。

  
2．ロドリゴ・ドゥテルテ⼤統領と南シナ海問題

  2016年6⽉30⽇に新⼤統領に就任したドゥテルテは、当初アキノ前政権の外交から⼤きく舵を切る姿勢を⾒
せた。アメリカへの不信感をあらわにしてオバマ⼤統領への暴⾔を繰り返して対⽶関係を悪化させ、「訪問⽶
軍に関する協定」（Visiting Forces Agreement: VFA）やEDCAの破棄をちらつかせて⽶軍のプレゼンスを幾
度となく批判する⼀⽅で、中国との経済関係強化や南シナ海での融和をショーアップするなど9、ドゥテルテ

⼤統領の外交スタイルは物議を醸した。以下、ドゥテルテ政権の南シナ海領有問題に対する外交政策を、⽐中
⼆国間関係、⽐⽶関係、および国際法枠組みの3側⾯から検証する。

  ドゥテルテ政権は中国の⼆国間協議の呼びかけに対していったんPCA裁定を棚上げにする⽅針を打ち出し、
フィデル・ラモス (Fidel Ramos) 元⼤統領を特使として中国側要⼈と接触させたほか、⾃らも2016年10⽉に
訪問して中国から総額240億ドルの経済⽀援を取り付け、貿易・投資・災害協⼒や防衛⾯での関係強化などが
盛り込まれた共同声明を発表するなど、⽐中関係のさらなる発展に意欲を⾒せた10。南シナ海問題に関しては

これまでのASEAN外相会議での合意に基づき平和的に解決することを⾸脳会談で確認するにとどまり、PCA仲
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裁裁定には⼀切触れなかった。こうしたドゥテルテ⼤統領の対中宥和的な姿勢は実際に中国側の譲歩も引き出
し、この後中国監視船によるフィリピン漁⺠への威嚇や攻撃はおさまった11。

 
 フィリピンのASEAN外交も中国に配慮したものとなった。2017年8⽉のASEAN外相会談において「南シナ
海問題解決のための⾏動規範（「南シナ海⾏動規範」もしくはCOC）策定のための枠組み」を承認するにあた
り、フィリピンは議⻑国として参加国間の対⽴や異論をとりまとめ、中国の⾏動に対する「懸念」や「法的拘
束⼒」といった厳しい⾔葉を削除し対中宥和的な表現で合意を取り付けた12。ドゥテルテ⼤統領は、多数の国

が⽀持する「仲裁裁定をあえて中国に繰り返す必要はない」13との⽴場から、経済関係が深まりつつある中国

とASEAN諸国との関係悪化を招きかねない⽂⾔を避けたのである。⼀⽅で、彼が国際法の順守や紛争の平和的
解決といった原則的な⽂⾔を盛り込んだことは、ASEAN諸国がこれまで蓄積してきた南シナ海での⾏動規範構
築のための努⼒を継続し、フィリピン⾃らも仲裁裁定を堅持するという意味を持った。

  とはいえ、中国による南沙諸島海域における軍事施設建設活動が加速度的に進む実態が「戦略問題研究所」
（CSIS）その他のシンクタンクによって繰り返し明らかにされ14、さらに2017年春ごろからフィリピン群島

東側のベンハム隆起での海底調査をも推進するなど、フィリピン近海での中国の活動継続は明らかである。こ
うした状況を背景に、フィリピンも対⽶関係の再強化に乗り出さざるを得なくなっている。ドゥテルテ⼤統領
も就任直後こそ対⽶批判を繰り返して2017年度の合同軍事演習を縮⼩したものの、これまでもデルフィン・ロ
レンサーナ (Delfin Lorenzana) 国防⻑官やアラン・カエタノ (Alan P. Caetano) 外務⻑官らが「⼤統領は
我々に事前相談なく発⾔している」「強固な⽐⽶関係は変わらない」と述べてきたように、⼤統領の暴⾔がそ
のまま対⽶政策になってきたわけではない15。ドナルド・トランプ (Donald Trump) ⽶⼤統領の就任後はドゥ

テルテ⼤統領も彼を絶賛するなど関係修復を図っており、主要閣僚からも「アメリカは第⼀の同盟国」（エド
ゥアルド・アノ統合参謀本部⻑）16であり合同軍事演習は「堅固な⽐⽶同盟の証」（エルネスト・アベラ⼤統

領報道官）17などと繰り返し強調され、2018年度には合同軍事演習も拡⼤される⾒込みである。
 

 このようなドゥテルテ政権の外交政策に対するフィリピン国⺠の合計⽀持率（⽀持率マイナス不⽀持率）
は、7割を超える⼤統領や政権への⽀持率ほどではないものの、55パーセントと⾮常に⾼く、ドゥテルテ政権
発⾜後の対中感情も好転している（図3,4参照)18。フィリピン国⺠の多くは、⻑年の同盟国アメリカや⻑年の

援助提供国⽇本だけでなく、近年著しく経済関係が深化しつつある中国とも良好な関係を維持して中国からの
経済援助や投資を受けることが得策と考えつつも、有事の際にはやはりアメリカに依存するしかないと判断し
ている。そうした国⺠の意識を反映したドゥテルテ政権の外交政策は⽐較的広い⽀持を得ているといえよう。

  
 （図3） フィリピン国⺠の主要外国に対する信頼度
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 （図4）政府の外交政策に対する満⾜度 1992〜2017年

  

 
  *VG=Very Good．合計⽀持率が50%以上70%未満の場合。

  
むすびにかえて

  ドゥテルテ政権の外交政策の特徴として、第⼀に、⼤統領就任当初の反⽶的なレトリックにもかかわらず実
際の政策は閣僚らによって穏健化され、従来の⽐⽶関係から⼤きく外れるものではないという点があげられ
る。アキノ前政権は対⽶協調の観点からは安定感があったが、戦後の⽐⽶関係を振り返ると安全保障上の利害
はこれまで必ずしも完全に⼀致していたわけではない。ナショナリズムと安全保障上のニーズのはざまでアメ
リカとの距離を測り、⼤国と東南アジア諸国の利害が交錯する地域にあって独⾃の利益を追求しようとするド
ゥテルテ⼤統領の外交姿勢は、フィリピン史上決して異例ではない。中国の南シナ海での建設活動や資源開発
が進むにつれ、2017年に若⼲縮⼩した⽐⽶合同軍事演習は2018年度には再度拡充が⾒込まれる。そしてアメ
リカが中国との対抗上、南シナ海域での軍事的プレゼンスの拡⼤を意図するとしたら、アメリカにとって
EDCAを締結するフィリピンの戦略的意義は今後増していくだろう19。ドゥテルテ政権はそうしたフィリピン

⾃⾝の⽴場を利⽤して、アメリカからさらなる軍事経済援助や安全保障上の約束を引き出そうとすることも考
えられる。

  第⼆に、ドゥテルテ政権は、南シナ海の領有権問題で対⽴する中国との関係を悪化させることは経済を含め
た対中関係全般を考えると得策と⾒なしていない。そもそも軍事衝突⾃体を可能と考えていないため、いかに
対⽴を回避しつつ対中関係から得られる経済利益を確保し、南シナ海での平和的な漁業や資源開発を中国に認
めさせるかが焦点になっている。

  とはいえ2016年7⽉のPCAによる仲裁裁定は国際法と国際社会をフィリピンの味⽅につけた点でアキノ政権
の⼤きな外交成果であっただけでなく、ドゥテルテ⼤統領もこれを「棚上げ」するとは述べても放棄すること
は考えにくい。事実、ASEAN共同声明などにおいてもかならず国際法の順守という表現を含めており、今後も
その⽅針は続くだろう。その意味では国際社会が中国を「⾃由で開かれた国際秩序」に取り込む努⼒を積み上
げていくうえで、フィリピンの役割は⼩さくないと思われる。

  

 

1 Trade Map- International Trade Statistics, International Trade Center,
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